
【１】障害者差別解消法（以下、「法」）の制定
○　平成25年6月成立・公布。平成28年4月施行。
○　障がいを理由とする差別の禁止（不当な差別的取扱いの禁止、合理的配慮の不提供の禁止）を規定。
　　○　不当な差別的取扱いの具体的事例や、合理的配慮を行う上での視点等については、今後、施行までに「基本方針」「対応指針」で示す（平成26年度中を予定）。
【２】法制定を踏まえた府の取組み方針
　　○　依然として差別事案の相談が寄せられていることや、差別事案の多くが障がい又は障がい者についての無理解、偏見等により生じるとされることを踏まえ、何が差別に当たるのかをわかりやすく示す共通の「物差し」となるガイドラインを策定。
○　法第14条において、国及び地方公共団体は、障がい者や家族その他の関係者からの障がいを理由とする差別に関する相談や、差別に関する紛争の防止又は解決を図ることができるよう必要な体制整備を図るものとされているため、府としての体制整備のあり方を検討。
【３】障がいを理由とした差別と思われる事例の募集

　（１）目的

　　　　　「何が差別に当たるのか」をわかりやすく示していく取組みを進めていく検討の基礎資料として、具体的な事例を障がい当事者等から募集。
　（２）募集期間　　　平成２５年１０月１６日～平成２５年１２月２４日
　（３）募集結果   　①応募通数  400通  ②事例の件数　552件







【４】大阪府障がい者施策推進協議会差別解消部会における検討
    　ガイドラインや、相談、紛争の防止・解決に係る体制整備のあり方を検討するため、大阪府障がい者施策推進協議会に「差別解消部会」を設置。
  　　（第1回部会：平成25年11月14日、第2回部会：平成26年2月3日）
（１）委員構成

　　　　学識経験者：５名　　障がい当事者団体：５名　　関係機関・団体：１０名
　　　　市町村（オブザーバー）：１名


（２）検討内容
　　①ガイドラインの策定について
　　　　【３】により収集した差別事例を基に、どのようなことが「不当な差別的取扱い」にあたるのか、差別的取扱いをすることについて正当な理由が存在する場合についてはどのようなことが考えられるか。また、正当な理由についてどのような要件、視点で判断するのか等を議論。

②相談、紛争の防止・解決の体制整備について
　　　　既存の相談や紛争の解決等の制度に係る現状や課題を整理し、他県の障がい者差別の禁止に係る条例に基づく制度も参照しながら、法第17条に規定する障害者差別解消支援地域協議会のあり方も含め、府としての体制整備のあり方を議論。
【５】今後の予定
　　

平成２６年 ３月上旬　　第３回差別解消部会

・検討状況について取りまとめ
　　　　　 ３月下旬　　第35回大阪府障がい者施策推進協議会

　　　　　　　　　　　　　・部会における検討状況の報告
平成２６年度以降      部会において、引き続き、ガイドライン及び相談、紛争の防止・解決の体制整備のあり方について検討。
障害者差別解消法の制定を踏まえた大阪府における障がいを理由とする差別の解消に向けた取組みについて
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【分野別内訳】


①公共交通機関、公共的施設・サービス等：８１件　　⑥医療：   ６６件


②情報・コミュニケーション：４６件　　　　　　　　⑦教育：   ４８件


③福祉サービス：７３件　　　　　　　　　　　　　　⑧雇用：   ３７件


④商品・サービス：７２件　　　　　　　　　　　　　⑨その他：１１９件


⑤住宅：１０件








平成２６年２月１４日


大阪府福祉部障がい福祉企画課





資料３－１





資料　３－１





平成２６年２月


大阪府福祉部障がい福祉室








